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継続企業の前提に関する注記に関するお知らせ 

 

当社は、平成23年11月7日開催の取締役会において、当社の平成24年3月期第2四半期決算短信及び四半期報告書

における継続企業の前提に関する事項について、下記の通り注記することといたしましたので、お知らせいたします。 

記 

当社グループは、第57期（平成21年3月期）以降、経常損失の計上と減損損失等の特別損失の計上が継続し、３期連

続して多額の当期純損失を計上したことに伴い、純資産が減少し続けております。この結果、第57期末（平成21年3月

期末）以降、当社グループが借入しているシンジケートローンの財務制限条項への抵触とシンジケートローンの期限の利

益の継続同意による解消を繰り返しており、前連結会計年度末においてもシンジケートローンについて財務制限条項に抵

触しております。当第２四半期連結会計期間において、財務制限条項に抵触したシンジケートローンについて期限の利益

の継続同意を得ましたが、このうち当社のシンジケートローン9,541,250千円の満期日が1年以内となっております。当

該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消し又は改善すべく、平成21年11月に策定した「経営改善計画～New Karakami 

Project～」に基づく（1）北海道地区ホテルのオペレーション見直しや地区単位での営業基盤強化などによる収益力強化、

（2）有利子負債の圧縮や資金繰りの安定化などによる財務体質強化、（3）組織体制の見直しや従業員モチベーションの

向上などによる組織力強化に加えて、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響をを最小限に食い止め

るため、平成23年4月に損益計画を中心に大幅に見直した経営改善計画(修正計画書)を作成いたしました。この修正計

画書に基づき、海外からの旅行者の減少が予想される北海道の洞爺・阿寒地区については、各地区２館体制から１館体制

にすることにより経営資源の集約・効率化を図り、直接被災した仙台地区２館については、原発事故の風評被害の影響を

復興需要の取り込み等によりカバーする施策を実行し、更に、有利子負債の圧縮を企図して、一部のホテルの売却も実行

しております。 

修正計画書、一部のホテルの売却及びこれに基づく当連結会計年度の資金繰りについては、当社グループのメインバン

クである株式会社北海道銀行並びに同行を含むシンジケートローンの主幹事行にもご理解をいただき、今後も融資継続の

姿勢に変わりないと考えております。また、1年以内に満期日が到来する当社のシンジケートローンについては「満期日

の延長に関する条項」に基づき満期の延長を含め、主幹事行と協議を進める予定です。 

しかし、メインバンクを中心とした主要金融機関との交渉は今後本格化するものであり、当社グループが資産超過を維

持することを前提とした修正計画書においても東日本大震災等の影響が想定を超える可能性があるため、現時点では継続

企業に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四

半期連結財務諸表に反映しておりません。 

以 上 

 


